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　　　　　　「交通基本法案」に「移動権」の明記を
　私たちDPI（障害者インターナショナル）日本会議は、国連が認めた国際的な障害者　　　団体の日本支部として1986年に設立（現在・加盟団体87団体）以降、障害者も障害の　　　ない人々と同様に公共交通機関の利用をはじめとする社会のあらゆる場面に参加できる　社会づくりを目指して活動を進めています。


　そして、私たち障害者や関係者の声と行動等は、建築物や公共交通等のバリアフリー化の社会的な定着化につながり、その成果として、2000年に「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」（交通バリアフリー法）が成立、　　そして、「交通バリアフリー法」は、2006年に、バリアフリー化の質と量を拡充した　　　　「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー新法）として　　成立し、現在は新たに「交通基本法」が制定されようとしています。
　本法案は今まで存在しなかった交通に関する取り組みの骨格となるものであり、交通　基本法及び交通基本計画を制定することによって、国、地方公共団体、事業者及び利用者・国民が一体となって、総合的かつ計画的な取り組みを推進するとしています。
　現在の社会情勢から見ても障害者や高齢者等の移動制約者が増えることは明白であり、今後、策定される交通政策については、国民全体の生活に関わる重要案件として検討が　　求められます。また、国民目線・利用者目線を重視すると謳われていることから、各分野の当事者及び関係者の声を聴き、尊重される仕組みが必要とされます。
つきましては、この交通基本法により、誰に対しても円滑に移動できる権利が保障　　　されるよう、下記のとおり要望します。
１、「移動権」の明記に関する徹底的な議論を
　「交通基本法の制定と関連施策の充実に向けて－中間整理－（2010年3月）」においては、移動権の保障は本基本法の根幹に据えるべきとしています。しかし、現在あげられている法案は、時期尚早として「移動権」が削られています。
何故、時期尚早と判断されたのかを明確にするために議論の場を作り、“移動権とは　　何か？” 徹底的に議論することを求めます。
２、「バリアフリー新法」等、関連法の抜本的な見直しを
2006年に設置された「移動等円滑化の促進に関する基本方針」が、数値的目標の達成度から2010年度末に、より高い目標を設定する形で一部改正されました。しかし、2006年に国連総会において採択された「障害者の権利条約」で求められている「合理的配慮の否定は差別である」の視点を踏まえた交通に対する質の改善については触れられていません。
バリアフリー新法の下で、バリアフリー基準に適合したノンステップバスや鉄道車両で、　　高齢者や障害者の車いす使用者への「乗車拒否」事例は後を断ちません。いわゆる「移動権」が無いがために泣き寝入りしなければならない理不尽な状況が山積しています。
バリアフリー新法に限らず、「地域公共交通の活性化・再生法」等、関連法についても、　　移動制約者への利用の配慮への視点が欠けていることがはっきりしています。これらの抜本的な見直しを求めます。
３、地方公共団体においても、施策の計画的な実施を
障害者等の移動権の実現のためには切れ目のない移動の確保と選択肢を伴った交通体系の構築が極めて重要です。そのためには、身近な自治体での交通に関する施策の計画策定とその実施が不可欠であり、都道府県や市町村による交通基本計画の策定が強く望まれます。
地方公共団体において、交通に関する施策が計画的に行われるよう法に規定し、またその旨を国の交通基本計画にも盛り込むことを求めます。
４、当事者参画の上で議論を
上記１、２、３、の議論をする際、現在、内閣府で行われている障がい者制度改革推進会議のように、当事者参画の下で議論を行うことを求めます。
